
１．農業水利用を考慮した新しい大陸スケ
ールの水循環モデルの開発

はじめに

水循環とは、降水が河川を経て海洋に至り、さらに蒸

発した水が再び降水となる一連の水の循環である。水は

農業を営む上で欠かすことのできない要素であり、また

利用可能な水資源の大半は農業によって消費されてい

る。そのため、気候変動に伴う水循環の変動は、世界の

食料生産にかかわる大きな問題を引き起こす可能性があ

る。その一方で、不適切な農業水利用が原因と考えられ

る水資源の枯渇や、それによる環境破壊も世界各地で報

告されている。それゆえ、農業における安定かつ持続可

能な水利用は、食料を安定的に供給するのみならず、自

然および生活環境を保全する上でも極めて重要である。

安定かつ持続可能な水利用を推進するためには、変動

する気候条件下での農業地帯における水の過不足を把握

することが必要である。本研究では、乾燥・半乾燥地域

を多く含み、農業生産において水資源への依存度が特に

大きいと考えられるユーラシア大陸東部を対象領域とし

て、農業における水需給の関係について、広域の気象情

報から時間的・空間的な特徴を明らかにできる大陸スケ

ールの水循環モデルを開発した。

水循環モデルの概要

対象領域は、図１に示されるような小流域と河道網で

表される。水循環モデルは、鉛直方向の水収支を小流域

毎に計算するための「流域流出モデル」と、各々の小流

域からの流出量を流路網に従い下流へ流下させる「河道

流下モデル」の２つで構成される。この２つのモデルを

結合することによって、広域での水循環と、河道から農

耕地への灌漑（かんがい）水の供給を含んだ農業的な水

循環の再現が可能になっている。

各小流域を土地被覆の種類によってサブ領域（河川・

湖沼などの水体、灌漑水田、非灌漑水田、灌漑畑地、非

灌漑畑地、草地、森林、裸地）に分割し、サブ領域毎に

人工衛星データから得られる植生の季節変化を考慮して
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図１ ユーラシア大陸東部を対象とした大陸スケールの水循環モデルの概念土地被覆別に分割したサブ領域毎に算定された流出量は、小流域全
体で積算され、対応する河道に入力され、河道網に従って上流から下流方向へと流下する。土地被覆分布データ、流域境界データおよび
河道網データは、USGS（U.S. Geological Survey）より入手した。
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水収支が計算される。本モデルでは、農耕地における作

物が水分不足によるストレスなく十分に生育できるため

に必要な水の量（灌漑要水量）と、農耕地に供給可能な

水資源量が算定できる。灌漑要水量は、灌漑水田と灌漑

畑地のみを対象としてFAOの灌漑量算定手法に従って

算定する。

灌漑要水量と供給可能水資源量の算定結果

長期間（１９０１～２０００）の広域気象データを入力値とし

てモデルを実行し、出力された灌漑要水量の３０年間の累

年平均値（１９６１～１９９０）の分布図を作成すると（図２）、

灌漑要水量の値が高い領域は、乾燥・半乾燥地域である

中央アジア、パキスタン、インド西部に分布している。

また、インドシナ半島や中国華北、黄河流域でも比較的

高く算定されている。次に、農業に供給可能な水資源量

（ここでは、小流域からの流出量）に対する農耕地にお

ける灌漑要水量の割合を、農業における水需給関係を表

す指標として、その分布図を作成した（図３）。値が高

い地域は、農耕地が集中して存在し、降水量が比較的少

ない中央アジア、パキスタン、インド西部、中国華北に

分布している。値が１を超過し（灌漑要水量＞供給可能

水資源量）、作物が水分不足によるストレスを受けない

で生育するために必要な最低限の水を、当該の小流域で

供給可能な水資源のみではまかなえない地域が存在する

ことがわかる。

おわりに

２１世紀中に予測される地球温暖化がグローバルな水循

環に影響を与えると懸念されている。今後、将来の気候

予測値を本モデルの入力データとして使用することによ

り、温暖化などの気候変化が農業における水需給関係に

与える影響を評価する予定である。

（気候資源ユニット 石郷岡康史）

２．衛星搭載レーダで雲の影響を受けず
精度良く水稲作付地を検出する技術

はじめに

日本では、毎年、約４万カ所の標本圃場を調査するこ

とによって水稲作付面積が統計的に求められており、そ

の算出には多大な労力を必要としている。そのため、衛

星画像を用いるリモートセンシング技術で広域の水稲作

付地を一度に把握し、面積調査を省力化することが期待

されている。

しかしながら、太陽の光を利用する光学センサを用い

る従来の技術は、雲に遮られた地表面は観測できないと

いう欠点を持っているため、毎年、確実に作付面積を求

めることが難しい。そこで、雲の影響を受けない合成開

口レーダ（SAR）センサを搭載した衛星の画像を用い

て高い精度で水稲作付地を検出する技術を開発した。

合成開口レーダ（SAR）とは？

SARはマイクロ波と呼ばれる電磁波を使ったレーダ

である。マイクロ波は、光より波長が長いため、雲を透

過し、曇天や雨天でも地表面を観測することができる。

衛星から斜め下方にマイクロ波を照射し、地表面にぶつ

かって散乱したもののうち、衛星に戻ってきた強さ（後

方散乱強度）を測定し画像化する。

水稲作付地の検出

水面や平らな地面では、衛星から斜めに照射されたマ

図３ 農耕地における、小流域毎の灌漑要水量と供給可能水資
源量の比の分布（１９６１～１９９０年の３０年平均）

農業における水の需給関係を表している。この値が１を超え
る地域では、作物の生育に必要な最低限の水が、その地域に存
在する水資源のみではまかなえないことになる。

図２ 農耕地における、小流域毎の灌漑要水量分布
（１９６１～１９９０年の３０年平均）

値が高い地域では、作物を水分不足によるストレスなく生育
させるために、多量の水を供給する必要がある。
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イクロ波が鏡面反射し、衛星に戻ってこない（図１上）。

これに対し、作付けされた水田では、稲の生長に伴って

後方散乱強度が増加する。開発した技術では、田植期と

生長期に撮影された２枚の SAR画像を比較し、田植期

に鏡面反射をして生長期に大きな後方散乱をする場所を

作付地として検出する（図１下）。この方法では、近年

増加しつつある雑草対策に水を張っておくが作付けを行

わない「調整水田」と呼ばれる水田を除外できる。

地図データとの重ね合わせ

天候に左右されない SARであるが、原理的制約から

傾斜地における誤検出が避けられない。そこで、水稲が

作付けされる可能性がほとんどない地域を示す地理情報

システム（GIS）データを作成し、SARにより検出した

水稲作付地にこのGIS データを重ね合わせることで誤

検出を取り除き、精度を向上させる（図２）。なお、日

本全国にわたって均質なGIS データを作成するために、

「数値地図２５�０００（地図画像）」を活用する。

水稲作付面積の算出結果

２０００年７月２日と２０００年７月２７日の２時期の SAR画

像（RADARSATデータ、Cバンド：波長約６cm、ス

タンダードモード：地上解像度１２�５m）を用いて佐賀平

野の２６市町村の水稲作付面積を本技術で算出し、現行の

標本圃場調査（統計的手法）と比較した。その結果、総

面積比１０２�１％、平均二乗誤差では ８５ha であり、現行

の統計的手法と同等の精度であった（図３）。２００１年に

おいても総面積比１０１�５％、平均二乗誤差 ５４ha と精度

が高く、再現性が高いことが分かった。

おわりに

米は日本のみならずアジアの主食であり、その生産量

を把握することは重要である。本研究で開発した水稲作

付地検出技術は海外にも適用できる。単位面積あたりの

収穫量に、本技術で求めた正確な作付面積を掛け合わせ

ることで、広域の水稲生産量を求めることができる。

近々打ち上げが予定されている、日本の陸域観測技術

衛星（ALOS）には新しいタイプの SARセンサが搭載

される。今後、これを利用した１時期 SAR画像での作

図２ GIS データによるマスキング処理
水田がない地域を示すGIS データを用いて SAR画像での誤検
出を除外することにより精度を向上させる。

図１ ２時期 SAR画像による水稲作付地の検出
上の２枚の写真から田植期に鏡面反射をし（暗い部分）、生長
期に大きな後方散乱を示す部分を水稲作付地（赤い部分）とす
る。画像右下の黒い部分は、水を張っておくが作付を行わない
調整水田。（佐賀平野）
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付地の検出技術の開発など、さらなる研究を行っていく

予定である。

（リモートセンシングユニット 石塚直樹

大野宏之）

３．渦相関法による二酸化炭素フラックス
測定のためのデータ処理プログラム

はじめに

最近、「渦相関法で二酸化炭素のフラックスを観測し

たいので、方法を教えてください。」というような相談

を受ける機会が多い。渦相関法というのは、超音波風速

温度計と赤外線ガス分析計を用いて、大気中の乱流によ

る二酸化炭素の輸送量（フラックス）を直接測定する方

法で、森林や農耕地が一定期間に吸収・放出する二酸化

炭素の量を測定するために使用する（図１）。渦相関法

による二酸化炭素フラックスの測定は、我が国の研究者

の多大な貢献もあり、１９８０年頃に実用化された。１９９０年

代後半以降は、主要な温室効果ガスである二酸化炭素の

地球規模での収支を把握するため、世界中の様々な陸域

生態系で、渦相関法による二酸化炭素フラックスの長期

観測が行われている。また、渦相関法は植物・土壌と大

気間のガスフラックスを測定する標準的な方法として、

周辺分野でも利用者が増えている。

渦相関法の技術的問題点

渦相関法を用いて二酸化炭素フラックスの観測を行う

ためには、場所の選定、測器の使用法と保守、データ処

理など、修得しなければならない技術が多い。このうち、

測定に関わる作業については、赤外線ガス分析計の性能

が向上したため、一世代前のように測器の保守に苦労す

ることは少なくなった。

最近では、これに代わって、データ処理が利用者の負

担になってきている。これは、主に二つの理由による。

第一に、観測の長期化に伴って処理すべきデータ量が増

加したこと、第二に、測定法や測器が完璧ではなく、測

定条件も必ずしも理想的とは言えないなかで、得られた

データから目的とする二酸化炭素の吸収・放出量をでき

るだけ正確に求めるために、複雑な処理が行われるよう

になったことである。近年、渦相関法のデータ処理は著

しく進歩し、１０年前は標準的であった処理法が、現在で

は不適切とされているような例もある。その一方で、渦

相関法のデータ処理には未解決の問題も残されており、

現在でも多くの研究が行われている。

渦相関法のデータ処理は、測器からの出力を専用の記

録計やパソコンを用いてデジタル記録し、実験室に持ち

帰って演算処理するという方法が普通である。しかし、

その演算処理のためのプログラムが公開されている例は

多くない。その理由として、上述のようにデータ処理法

が未だ発展途上であり、各研究グループがそれぞれの考

え方に従ってデータ処理を行っていることや、データ処

理には観測点固有の地形や気象条件による部分も多く、

汎用化できる部分が限られていることがあげられる。

データ処理プログラムの開発

このような状況ではあるが、冒頭で書いたような要望

に応える必要もあり、渦相関法のデータ処理の最初の部

分、つまり観測点の条件にあまり左右されない部分につ

いて、専門外の方でも利用可能な処理プログラム（図２）

を作成した。利用者は、計算で得られたフラックス値の

信頼性や誤差の程度を判断し、異常値を除去して、実用

図３ 本技術と現行法の比較
SAR画像・GIS データを用いる技術で求めた佐賀平野の２６

市町村の水稲作付面積と、現行の標本圃場調査（統計的手法）
による面積との比較（２０００年）。両手法による面積が一致する
と、◇が直線上に位置する。

図１ 渦相関法による二酸化炭素フラックスの観測の様子
（つくば市真瀬の水田）
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的なフラックスのデータセットを作成できる。ただし、

このプログラムはユーザーインターフェースやマニュア

ルの整備がまだ不十分なので、プログラムの利用者は作

成者から直接説明を受ける必要がある。

もう一つの問題は補完である。年間の炭素収支の算定

を目的とする観測では、年間で数十パーセントに達する

欠測値や異常値を何らかの推定値で置き換える、いわゆ

る補完の作業が必要となる。しかし、補完法は観測点固

有の条件による部分が大きいので、本プログラムの一部

として提供するには至っていない。渦相関法のデータ処

理にお困りの方は、このような事情をご承知いただいた

うえで、本プログラムの利用についてお問い合わせいた

だきたい。

（フラックス変動評価チーム 宮田 明・間野正美）

４．関東地方にみられるタンポポの４割は
単一のクローン

はじめに

近年、外来生物に対する社会的関心が高まるなか、景

観生態ユニットでは農業生態系に侵入する外来植物の動

態について研究をおこなっている。ここでは雑種タンポ

ポを材料とした最近の研究成果を紹介したい。

現在、日本列島のいたるところに雑種タンポポが広が

っている。「身近な生きもの調査（環境省・２００１）」で全

国から収集された形態的にセイヨウタンポポと見なされ

る８４４個体を解析したところ、全体の約８５％に相当する

７１３個体がセイヨウタンポポ（３倍体）を花粉親、日本

産タンポポ（２倍体）を種子親とした雑種個体であった。

これらの雑種個体は倍数性やゲノム構成の点から、さら

に４倍体雑種（５５％）、３倍体雑種（２１％）、雄核単為生

殖雑種（９％）の３型に大別することができた。

今ではすっかりありふれた存在となった雑種タンポポ

だが、少数の雑種個体から、徐々に個体数を増やしたと

考えられる。では、どのようにして雑種タンポポは点か

ら面へと分布域を拡大したのであろうか？ 解決の糸口

を得るために、我々は３型に大別した雑種タンポポ個体

の由来をさかのぼることを試みた。

無融合生殖によるクローンの増殖

雑種タンポポ集団を解析する場合に、まず念頭におか

なければならないのが「無融合生殖」という生殖法であ

る。無融合生殖とは減数分裂を省略した胚発生で、親の

体細胞と同数の染色体をもつ卵細胞が形成され、花粉の

精核と受精することなく胚が種子へと発生する。そのた

め、ある個体が生み出した子孫は、すべて遺伝的に同一

な個体（クローン）となる。セイヨウタンポポは無融合

生殖をおこなう種として有名で、この生殖法を武器に少

数の侵入個体からの集団形成を図ってきたと考えられ

る。一方、日本産の２倍体タンポポは他家受粉による種

子生産をおこなうので、遺伝的に多様な子孫が生み出さ

れる。

これまでの観察から、雑種タンポポはセイヨウタンポ

図２ 渦相関法のデータ処理プログラム
座標軸変換、周波数補正、密度補正などの基本的な処理・補正を施した後の

フラックス値が、品質検査情報やランダム誤差とともに出力される。
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ポの生殖法を受け継いで、無融合生殖により種子を生産

することがわかっている。そのため、雑種タンポポ集団

をクローン単位に整理すれば、交雑によるクローンの誕

生回数やその後の分布拡大過程を明らにできると考え

た。そこで、雑種タンポポの「マイクロサテライト」と

よばれる遺伝的変異性の高いDNA領域を解析すること

により、塩基配列の違いをマーカーとして雑種個体をク

ローン単位に整理した。

巨大クローンの出現

前述の「身近な生きもの調査」で、関東地方の１都６

県から採集されたタンポポに着目すると、形態的にセイ

ヨウタンポポとみなされる個体が全体の６０％を占め、そ

のうち７１％が４倍体雑種、２４％が３倍体雑種、４％が雄

核単為生殖雑種、２％が純粋なセイヨウタンポポという

内訳であった。そこで、個体数が特に多い４倍体雑種２６３

個体と３倍体雑種８９個体について、タンポポ用に開発さ

れた３種類のマイクロサテライト・マーカーを用いたク

ローン分析をおこなった。

その結果、４倍体雑種からは１６型のクローンが認めら

れ、そのうち９４％（２４６個体）はひとつのクローン（表

１の cl�１）に属することが判明した。つまり、関東地方

から採集された全タンポポの４０％（＝０�６×０�７１×０�９４

×１００）が、ある一つの雑種個体の子孫ということにな

る。さらに、この cl�１の採集地点を地図上にプロットす

ると、その分布は関東平野全域に及んでいて、巨大クロ

４倍体雑種 ３倍体雑種

サンプル数
クローン番号

サンプル数
クローン番号

都県名 cl�１ cl�２ cl�１ cl�２ cl�３ cl�４ cl�５ cl�６ cl�７ cl�８ cl�９ cl�１０ cl�１１ cl�１２ cl�１３ cl�１４
茨城県 ３４ ３０ ０ ３ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

栃木県 ８ ８ ０ ８ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ２ ２ ０ ０ ０ ０

群馬県 ７ ７ ０ ４ １ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

埼玉県 ２９ ２６ ０ ２８ ２０ １ ０ ０ ２ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １

千葉県 ４６ ４２ １ １０ ０ ０ ２ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

東京都 ５０ ４７ １ ２３ １ ６ ４ １ ２ ０ １ １ ０ ０ １ ２ １ １

神奈川県 ８９ ８６ １ １３ １ ０ ０ １ １ １ １ ２ ０ ０ １ ０ ０ ０

関東地方計 ２６３ ２４６ ３ ８９ ２３ ７ ６ ５ ５ ３ ３ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ２

表１ 関東地方１都６県における４倍体雑種および３倍体雑種のクローン分析の結果

注１）４倍体では cl�３～cl�１６がそれぞれ１個体。３倍体では cl�１５～cl�３６がそれぞれ１個体。
注２）クローン分析に用いた３種類のマーカーの識別能は、それぞれ０�９８、０�９８、０�９０で、これら３つを組み合わせた場合の平均排除率は、

０�９７５であった。

図１ 関東地方における４倍体雑種性タンポポのクローンの分布
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ーンが出現していることが明らかになった（図１）。一

方、３倍体雑種からは３６型のクローンが認められ、４倍

体雑種よりも遺伝的多様性が高いことが明らかとなった

（表１）。このうち最も個体数の多いクローンは全体の

２６％に相当する２３個体から構成されていたが、その分布

域は４倍体雑種の巨大クローンに比べて非常に狭い。

交雑による侵入性の強化

すでに述べたように、雑種タンポポはセイヨウタンポ

ポを花粉親、日本産の２倍体タンポポを種子親とした雑

種個体である。したがって、雑種タンポポが誕生するた

めには、花粉を運ぶ訪花昆虫の活動範囲内に、両者が共

存していなければならない。「身近な生きもの調査」ほ

かの結果によると、日本産タンポポの生育地でセイヨウ

タンポポに出会うことは皆無であるが、かつては雑種タ

ンポポの両親種が共存した時期があったはずである。現

在のセイヨウタンポポと日本産の２倍体タンポポの分布

域を比較すると、前者は東北以北に分布の中心があるの

に対して、後者は関東以南に分布の中心がある。セイヨ

ウタンポポは約１００年前に日本列島の各地に侵入したと

考えられるが、生育に不適な環境に侵入したセイヨウタ

ンポポは、その遺伝子を日本産タンポポに託し、自らの

定着には失敗したのかもしれない。

さらに興味深いことは、４倍体雑種と日本産の２倍体

タンポポの生育環境が全く異なることである。４倍体雑

種は造成地などのオープンな場所に生育するのに対し

て、日本産の２倍体タンポポは二次林等の林縁環境に多

く出現する。仮説の域を出ないが、４倍体雑種の巨大な

クローンは両親種がもつ生存に有利な生理・生態的特性

を併せもつことによって高い侵入性を獲得し、これまで

両親種が生育できなかった人為的攪乱の強い都市的環境

への侵入・定着を果たしたのではないだろうか。

引き続き、雑種タンポポの研究を深化させることによ

り、外来植物の分布拡大に果たす交雑の役割を明らかに

していきたい。

（景観生態ユニット 井手 任・芝池博幸）

５．アジア・太平洋地域の外来生物に関す
るデータベースシステムの構築

はじめに

近年、世界的に物や人の移動が著しく拡大するととも

に、世界各国で昆虫を含む動物、植物、微生物などの侵

略的外来生物が増加し、これらが農作物に直接被害を与

えるだけでなく、わが国固有の生物多様性や生態系に対

するかく乱要因にもなっている。このため、わが国では

植物防疫法によって海外からの病害虫の侵入が防止され

ているが、さらに２００５年６月には、生態系リスクや人へ

の危害等を含めた「特定外来生物による生態系等に係る

被害の防止に関する法律」が施行された。こうした中で、

外来生物の生物学的な特性と生態リスクに関する情報の

収集と蓄積が必要となっている。

一方、侵略的外来生物は、わが国のみならず近隣のア

ジア・太平洋地域においても重要な問題となっており、

大きな被害を及ぼしている。この地域における外来生物

の実態を把握し、蔓延防止および経済的・生態的被害の

軽減対策に関する情報を蓄積する必要がある。

こうしたことから、外来生物が多く、それらの知見が

比較的よく蓄積されているわが国からアジア・太平洋地

域に対して、外来生物に関わる最新情報をデータベース

化し、インターネットにより発信するとともに、各国か

らの情報も収集して情報の共有化を進めるなどの国際貢

献を果たしていくことが重要となっている。

データベースシステムの内容

本データベースは、アジア・太平洋外来生物データベ

ース（Asian-Pacific Alien Species Database（略称

APASD））と呼称する。本システムは、大量のデータ

を比較的容易に入力、検索、閲覧できるリレーショナル

データベース（使用ソフト：Postgre SQL）であり、web

用ソフト（PHP、Apache）によって、パソコン画面で

操作ができる。

本データベースシステムは、�インターネットによっ

て自由に閲覧ができる一般閲覧者用機能、�データを入

図１ アジア・太平洋外来生物データベースシステムにおける
入力・閲覧・管理の流れ
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力するための登録者用機能、および�全体を統括するた

めの管理者用機能（生物名などのマスターテーブルの管

理、パスワードの管理、仮登録されたデータを精査して

本登録システムへ移す管理など）に分割して制御されて

いる（図１）。

本データベースに掲載する対象種は、アジア・太平洋

地域の農業生態系に国境を越えて非意図的あるいは意図

的に導入された外来生物（植物、動物、微生物等）とし、

日本およびアジア地域を中心にデータを収集している。

本データベースには、外来生物の分類名、形態的特徴、

定着状況、分布拡大、経済的および生態的被害、繁殖・

生育特性、防除対策、文献、写真等が入力され、これら

を検索および閲覧できる。同一種に対して各国から入力

できるので、各国の情報を蓄積し、把握しやすいシステ

ムとなっている。閲覧者画面上部の「Comparing data」

から入っていくと、例えば、「スクミリンゴガイ」で「分

布拡大」という項目を選択すると各国の情報を同一ペー

ジに並列して比較することができる（図２）。なお、本

データベースの構築と情報収集にを推進するために、

２００３年および２００４年に外来生物とデータベース構築に関

する国際共同ワークショップを開催した。

おわりに

本データベースへの入力データ数は、２００５年５月現在

で、昆虫、植物を中心に、４３種であるが、今後、入力件

数を増やすとともに掲載内容を一層充実させていくこと

が課題である。今後とも、国内外の専門家の協力を仰ぐ

とともに、各国の植物検疫機関における事実確認との整

合性を取りながら進めていく必要がある。本データベー

スには、http://apasdniaes.dc.affrc.go.jp/あるいは、農

環研ホームページのトップページの「研究・技術情報」

からアクセスが可能である。

（昆虫研究グループ長 松井正春）

６．環境 DNAで土壌くん蒸処理の微生物
影響をみる

はじめに

近年、様々な環境汚染の生物に対する影響が懸念され

ており、これらの評価が求められている。環境中の生物

のうち、微生物は物質循環など生態系で基礎となる重要

な役割を果たしているが、土壌などに生息する微生物は、

大部分が従来の培養法では培養できず、環境影響を測る

上で手法上の問題があった。最近、培養という作業を経

ないで土壌から直接抽出したDNA（環境DNA）を用

いて、土壌中の微生物を調べる方法が注目を集めている。

ここでは、病害虫防除のための土壌くん蒸剤が防除対象

図２ 各国から入力された同一種のデータを同一画面上に並列表示できる
（例：スクミリンゴガイの分布拡大を検索）

農業環境技術研究所年報 平成１６年度３２



以外の土壌微生物に与える影響について、環境DNAを

用いた手法で解析し、手法の有用性を検討した結果を紹

介する。

環境 DNAを用いた解析手法

対象とする土壌は、殺虫・殺菌剤のクロルピクリン、

D－D（１�３－ジクロロプロペン）のいずれかで土壌くん

蒸処理を行った土壌とした。これらの土壌くん蒸剤は、

臭化メチルの廃止に伴い、代替薬剤として使用増大が予

想され、非標的生物に及ぼす影響が懸念されている。ホ

ウレンソウ畑で年１回これらの薬剤による土壌くん蒸処

理を行い、２年間にわたり、土壌中の微生物相の変化を

細菌と糸状菌それぞれについて、環境DNAを用いた手

法（PCR－DGGE解析）で追跡した。

土壌から直接抽出したDNAは、理論上、土壌中に存

在する全ての生物（細菌・糸状菌・小動物・植物など）

の遺伝子の混合物である。ここでは、細菌あるいは糸状

菌のみの群集構造を調べるため、特異的なプライマーを

用いた PCRによりそれぞれの生物の遺伝子を増幅した。

この PCR産物には、さらに様々な種類の細菌あるいは

糸状菌由来のものが含まれているので、変性剤勾配ゲル

電気泳動（DGGE）という手法で分離した。この手法で

は、配列の違いにより遺伝子が一つ一つのバンドとして

分離され、微生物の種類によりリボゾームRNA遺伝子

配列は異なるために、PCR－DGGEバンドパターンか

ら、微生物群集の多様性や、群集構造の変化を検出する

ことができる。

また、このバンドの塩基配列を調べることで、存在す

る微生物の分類群を推定することが可能となる。例えば、

細菌相についての解析では、無処理土壌のDNAバンド

（図１左）には、培養できない未知の細菌と推定される

細菌DNAのバンドが存在した。しかし、クロルピクリ

ン処理の土壌では、これらのバンドは消失し、新たに出

現・増大するバンド（図１右）の塩基配列は培養可能な

細菌の配列と一致した。このことは、この手法によれば、

従来の培養法では評価できなかった培養困難な菌を含め

て、薬剤処理が及ぼす影響を解析できることを示してい

る。

各種薬剤の影響評価

PCR－DGGE解析の結果、クロルピクリン処理あるい

はD－D処理が、微生物群集構造に影響を与えることが

明らかになった。

まず、作物に病害を起こす細菌や糸状菌の防除を目的

としたクロルピクリン処理の影響を解析した。DGGE

パターンのバンドの濃さを数値データに変換し、これか

らシャノンウィナーの多様性指数を計算したところ、処

理により土壌微生物の多様性は大きく減少した（図２）。

さらに、バンドパターン由来の数値データを多変量解析

手法の多次元尺度解析することにより、群集構造の変化

を２次元上に表した（図３）。クロルピクリン処理によ

り群集構造は大幅に変動し、この影響は、処理後１年を

経過しても回復しなかった。

一方、植物寄生性線虫の防除を目的としたD－D処理

の影響は、クロルピクリン処理よりも土壌微生物に及ぼ

す影響は少ない。しかし、D－D処理後２年目に、糸状

菌相において多様性が低下し（図２）、また細菌相につ

いては無処理区にはない細菌DNAのバンドが増大した

図１ 土壌くん蒸処理による細菌１６S rDNA DGGEパターンの変化
ホウレンソウ畑で農薬を１年に一度処理しており、２年目（２回目）の処理から１ヶ月後の土壌を解析。特にクロルピクリン処理区では培

養できない細菌が消失し、培養可能な細菌が増えてくる。（ ）内はデータベース上の最も近い配列との相同性（％）。
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（図１）。このように、D－Dにおいても処理を繰り返す

ことにより微生物相に影響が現れることが明らかになっ

た。

環境 DNAを用いた生物影響評価法の活用について

土壌から直接抽出した環境DNAを用いる解析法は、

農業現場における土壌微生物相の変化をとらえることが

できるので、化学物質や有機物施用などが環境に及ぼす

影響評価に利用できると期待される。環境DNAは理論

上土壌中に存在する全ての生物の遺伝子を含んでいるた

め、本解析法では、目的とする生物に応じてプライマー

を使い分けることにより、例えば細菌や糸状菌など、同

じ環境DNAサンプルから個別に解析できる。さらに、

機能性遺伝子を対象に解析することで、特定の機能を持

つ群集の解析にも応用できる。

（微生物生態ユニット 星野（高田）裕子）

７．農薬生態毒性評価のためのコガタシマ
トビケラの室内人工飼育法

はじめに

現在我が国の農薬登録制度においては、農薬の水系（陸

水）生態系への影響を評価するために生態系の各段階を

代表する魚類（高次消費者）、ミジンコ（一次消費者）、

藻類（生産者）の通称３点セットによる急性毒性試験の

実施が求められている。しかし、陸水は河川から湖沼ま

で幅広く、生息する生物種も多いため、実際の水系に生

息している生物種を試験対象に加え、より実環境に近い

影響評価を行うことが望ましい。そこで、新たな試験生

物を選定し、飼育法を開発した。

試験生物の選定

日本の陸水生態系は河川や用水路の流水域が多いこと

が特徴的である。１次消費者を考えた場合、流水域の生

態系においては止水域を好むミジンコは少なく、水生昆

虫が重要な役割を果たしており、水生昆虫の中では、ト

ビケラ、カゲロウが優占することが多い。カゲロウには

ライフサイクルの中に亜成虫があるなど生態が複雑で飼

育が困難と考えられた。そこで、トビケラ類を試験生物

として選定することにした。トビケラ類の中では、実際

の農薬暴露可能性の高い水田地域の河川、用水路に多く

生息するコガタシマトビケラを試験生物として選定し、

試験生物化を試みることとし、その第一歩として室内環

境での飼育法を開発した。

コガタシマトビケラの特徴

コガタシマトビケラ（Cheumatopsyche brevilineata）

は、日本全国の若干富栄養化し、河床に礫が存在する河

川中流域・水田用水路等に広く生息している。幼虫はい

も虫状で自らの吐き出した糸で網を造り流下してくる藻

類・有機物を摂食している。成熟した５齢幼虫は水中で

繭（まゆ）を作り蛹（さなぎ）になる。羽化した成虫は

蛾に似ており、交尾後水中の石表面に卵塊を産卵する。

野外では一年に２－３世代繁殖し、幼虫で越冬すること

が知られている（図１）。

図２ 土壌くん蒸処理による細菌と糸状菌の多様性変化
無処理（■■）、D－D処理（■■）、クロルピクリン処理（■■）

１

図３ クロルピクリン処理による細菌群集構造の変化
無処理（■）、クロルピクリン処理（●）
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室内人工飼育法の開発

コガタシマトビケラの室内環境での飼育法を検討した

結果、図２のような飼育系で飼育が可能になり、現在最

長６世代までの累代飼育に成功している。

飼育系開発上あったいくつかの問題点は、以下の様に

解決した。第一に、幼虫は酸素不足に弱いことがわかっ

たため、マグネチックスターラーで攪拌（かくはん）し

て水流を作り、エアーポンプでの給気を組み合わせるこ

ととした。第二に、当初飼育の困難だった１齢幼虫には

餌として藻類（乾燥クロレラ粉末）を給餌し、水流を弱

くすることで生存率を高めることができた。２齢以降は

通常の魚用飼料を粉末にしたもので飼育できた。第三に、

羽化した成虫の逃亡を防ぐため羽化専用の網ケージを開

発し、飼育水槽ごとケージへ移動することとした。第四

に、羽化成虫の交尾・産卵環境を検討し、産卵用に専用

の水槽を開発した。水槽内に水深８cm程度の水を張り、

中に産卵に適した石（５cm程度の立方体に加工した黒

色岩石）を設置することで安定的に交尾・産卵を行わせ

図１ コガタシマトビケラのライフサイクル

図２ コガタシマトビケラ室内飼育系
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ることができるようになった。

おわりに

日本の河川や用水路に生息する水生昆虫等が水系生態

系において魚等の餌として重要な役割を果たしているに

もかかわらず、それらの生物に対して農薬等化学物質が

与える影響についてはこれまで知見が少なかった。コガ

タシマトビケラ幼虫を試験生物に用いることで、より正

確に農薬生態毒性を評価することが可能になると期待さ

れる。

（農薬動態評価ユニット 大津和久・横山淳史）

８．玄米のカドミウム濃度に係わる遺伝子座

はじめに

FAO/WHO合同食品規格委員会（コーデックス委員

会）では、食品を通して摂取されるカドミウム（以下Cd

と略す）量の大幅な低減を図るために、農作物等の統一

的な国際基準値を検討している。このような情勢の中、

日本人の主食であるコメのCd濃度を減らす新たな技術

開発が求められている。

コメ（玄米）のCd濃度は、品種・系統間で異なって

おり、その違いを遺伝解析することで、既存品種よりも

玄米Cd濃度の低い品種の育成を効率的に進めることが

できる。しかしながら、玄米のCd濃度を支配する遺伝

子座の存在は、これまで明らかでない。そこで本研究は、

玄米Cd濃度の低い品種の育成・導入を目指し、その基

礎となる遺伝情報を得る目的で、玄米のCd濃度に係わ

る遺伝子座の染色体上の位置を推定した。

遺伝子座の位置を推定するための実験材料

玄米収量、草丈、穂数等、計量・計数的に測られ連続

的な変異を示す形質を量的形質といい、その形質に係わ

る遺伝子座を量的形質遺伝子座（以下QTLと略す）と

言う。玄米のCd濃度も量的形質であると言える。QTL

の位置を推定するには、遺伝解析用の実験材料が不可欠

である。本研究では、（独）生物資源研究所で作出され

た染色体置換系統群を利用した。これは、日本型品種「コ

シヒカリ」の遺伝的背景に、インド型品種「カサラス」

の染色体の一部を導入し、３９系統で供与親である「カサ

ラス」の全ゲノムをカバーするように選抜した系統のセ

ットである。図１は導入された染色体領域を図示したグ

ラフ遺伝子型データである。

図１ 染色体置換系統群のグラフ遺伝子型（Ebitani et al.,２００５の一部改変）
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染色体置換系統群をQTL解析に用いる利点は、１）

雑種第２代や組換え自殖系統に比べて、少ない系統数で

効率よく形質評価ができること、２）他の染色体領域の

影響を排除することによって、導入された領域のみの遺

伝効果を評価できること、３）QTL解析用のプログラ

ムは使わず、地図上から容易にQTLを特定できること、

４）特定されたQTLを含む準同質遺伝子系統の育成に

かかる期間を短縮できること、など多数ある。

染色体置換系統群の玄米 Cd濃度

親品種と３９の染色体置換系統群を、Cd汚染土壌（灰

色低地土、０�１M HCl 抽出 Cd濃度：１�８mg kg－１）を

充填したポットを用いて、Cd吸収が促進されやすい節

水条件下で栽培した。コシヒカリと染色体置換系統群の

玄米Cd濃度の差異は、統計的手法（ダネットの多重検

定、有意水準１０％）で判定した。

節水栽培であったため、親品種・染色体置換系統群と

もに比較的高い玄米Cd濃度（＞１ mg kg－１）であった

（図２）。コシヒカリよりも玄米Cd濃度が有意に低い

系統は、SL－２０７、SL－２０８、SL－２２４であった。また、SL

－２２３は、有意水準をやや超していたが、SL－２２４に近い

低Cd濃度を示した。一方、コシヒカリよりも有意に高

い系統は、SL－２１５、SL－２１７、SL－２１８であった。

玄米の Cd濃度に係わる遺伝子座

図１に示したグラフ遺伝子型と図２に示した各系統群

図２ 染色体置換系統群の玄米Cd濃度

図３ 玄米のCd濃度に係わる遺伝子座
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の玄米Cd濃度を比較して、玄米のCd濃度に係わる

QTLの染色体上の位置を推定した（図３）。第３染色体

が置換された SL－２０７と SL－２０８は、コシヒカリよりも

有意に低い玄米Cd濃度を示したので、それらの共通置

換領域に玄米のCd濃度を低くするQTLがあると推定

した（DNAマーカー S１５１３～R６６３の区間）。また、第

８染色体が置換された３系統の中で、SL－２２３と SL－２２４

はコシヒカリよりも玄米Cd濃度が低く、SL－２２５は統

計的に全く有意性を示さなかった。それゆえ、SL－２２５

の置換領域を含まず、かつ SL－２２３と SL－２２４との間で

共通に置換された染色体領域（DNAマーカーC３９０～C

１１２１の区間）に玄米Cd濃度を低くするQTLがあると

推定した。一方、第６染色体が置換された４系統のうち

３系統の玄米Cd濃度は、有意にコシヒカリよりも高か

った。それゆえ、３系統間で共通に置換された染色体領

域（DNAマーカーR２１７１～R２５４９の区間）に玄米濃度

を高くするQTLが存在すると推定した。

今後の課題と展望

遺伝解析に用いた染色体置換系統群は、日本人に最も

好まれているコシヒカリと９０％以上同一のゲノムを持

つ。それゆえ、今回見つかった玄米Cd濃度が低い置換

系統を育種の出発材料に利用すれば、玄米Cd濃度が低

いコシヒカリを短期間に、効率よく作出できる。玄米Cd

濃度の低い品種の導入は、経済的かつ環境負荷の少ない

Cd汚染低減化技術として有効であろう。今後、玄米Cd

濃度に係わるQTLの遺伝効果を評価するため、栽培条

件（水管理、圃場、地域、施肥、土壌等）や気象条件（気

温、日照量、降水量等）が異なる環境下での玄米Cd濃

度の検討が必要である。

（土壌生化学ユニット 石川 覚）

９．亀裂の発達した粘土質転換畑の暗渠
（あんきょ）からの懸濁態リンの流出

はじめに

農耕地からのリンの流出は、湖沼などの閉鎖系水域の

富栄養化の大きな原因の一つに挙げられている。リンは

一般に土壌粒子に吸着されやすく、水に対する溶解度が

比較的小さいため、土層内を下方に浸透流出する割合は

小さく、表面流出が主な流出経路であるとされてきた。

しかし、リンのような難溶性物質も土壌粒子自体が土層

内を移動すれば、それらに吸着されたまま懸濁態として

輸送されうる。このような現象は“コロイド担体輸送

（colloid-facilitated transport）”と呼ばれており、環境

中での難溶性物質の動態に大きな影響を及ぼす場合のあ

ることが広く認識されるようになっている。

粘土質転換畑土壌では、水田からの畑転換に伴う乾燥

により下層土に亀裂が発達していることが多く、亀裂を

通じた懸濁態でのリンの土層内下方移動と暗渠（あんき

ょ：地下排水路）流出が懸念される。しかし、このよう

な転換畑におけるリンの流出実態はほとんど明らかにさ

れていない。そこで、亀裂の発達した転換畑において、

リンの暗渠流出の実態を調べた。

圃場測定の概要

中央農研北陸研究センターの転換畑圃場において、

２００４年５月２６日～１０月１９日の大豆作付け期間に測定を行

った。土壌は膨潤性の粘土鉱物（スメクタイト）を主成

分とし、細粒質斑鉄型グライ低地土に分類される。この

圃場は１９９６年に畑転換され、耕盤層と下層土には亀裂が

発達している。また、排水対策として、深さ６５cmの地

中に５m間隔で暗渠を、圃場の周縁部に表面排水溝を

設置している。５月２６日に耕起・播種と同時に施肥を行

い、１２kg－P ha－１のリンを施用した。

土壌水の圧力ポテンシャルおよび体積含水率を連続測

定するとともに、降雨時の暗渠および表面流出水量を測

定した。また、暗渠流出水と表面流出水を採取し、懸濁

態（粒径＞０�１μm）および溶存態リン濃度を測定した。

亀裂を通じた暗渠への水の流出

降雨により作土－耕盤層境界（深さ２０cm）の土壌水

の圧力ポテンシャルが上昇し正になると、暗渠から急激

な水の流出が始まった（図１）。また、いったん暗渠流

出が始まると、暗渠流出水の流量は降雨強度の変化に直

ちに応答した。このとき、下層土の体積含水率に変化は

図１ 降雨時の作土と耕盤層の境界付近（深さ２０cm）の土壌
水の圧力ポテンシャルおよび暗渠流出流量の変化
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ほとんど見られなかった。これらの結果は、降雨時に耕

盤層・下層土内を下方移動する水のほとんどがこれらの

層の基質（土の部分、マトリックス）を迂回し、亀裂を

通じて暗渠に流出したことを示唆している。

リンの暗渠流出と表面流出

流出水中のリン濃度は、暗渠・表面流出とも降雨時の

流出初期に高く、その後、流出流量が次第に減少するに

つれて徐々に低下する傾向があった（図２）。

暗渠流出水中のリン濃度は最高１�３mg－P L－１に達し

た（図３）。リン濃度が０�２mg－P L－１を超えた暗渠流出

水について見ると、リンの８０％以上が懸濁態として存在

していた。一方、表面流出水中のリン濃度は最高０�６９

mg－P L－１であり、懸濁態リンの占める割合も暗渠流出

水より低い傾向にあった（図３）。

これらの測定結果に基づき、大豆作付け期間を通じた、

調査圃場からのリンの流出量を推定した（図４）。暗渠

および表面を通じたリンの全流出量は年間施用量の７％

にあたる０�８４kg－P ha－１と見積もられた。このうち６８％

（０�５７kg－P ha－１）が暗渠を通じて流出し、その９０％は

懸濁態であったと推定される。一方、表面流出したリン

は全流出リンの３２％（０�２７kg－P ha－１）であり、うち懸

濁態は７８％と見積もられた。

以上の結果から、亀裂の発達した粘土質転換畑では、

下層土の亀裂を通じた懸濁態での暗渠への流出が表面流

出を上回るリンの流出経路になりうることが明らかにな

った。

おわりに

分散土壌粒子などのコロイドを担体とした環境負荷物

質の輸送は、今回焦点を当てたリンだけでなく、ダイオ

キシンや重金属など他の難溶性物質の流出にも大きな影

響を与えていると考えられる。今後も、懸濁態での環境

負荷物質の流出実態とその動態について研究を進めてい

く予定である。

（土壌物理ユニット 鈴木克拓）

１０．国内で広範囲に発生していた侵入害虫
Opogona sacchari（Bojer）（新和名：
クロテンオオメンコガ）

はじめに

明治以降に日本へ侵入してきた外来昆虫は、約４５０種

（植物寄生性ダニ、クモ、センチュウを含む）と言われ

ている（外来種ハンドブック、日本生態学会、２００２）。

近年農作物の輸入量が増え、海外産の害虫が侵入するリ

図３ 暗渠および表面流出水中のリン濃度とリンに占める懸濁
態リンの割合の関係

図２ 降雨時における暗渠および表面流出流量と流出水中のリ
ン濃度の変化

図４ 大豆作付け期間（２００４年５月２６日～１０月１９日）を通じた
粘土質転換畑圃場からのリンの流出量
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スクが高まっているが、多くの害虫は植物検疫により、

国内に入ってくる前に水際で侵入が阻止されている。そ

れでも網の目をかいくぐり、海外から侵入してくる場合

もある。

侵入蛾の研究の発端と和名の命名

我々は近年、ドラセナやパキラなどの観賞用植物を中

心に発生した蛾類の一種の同定依頼を頻繁に受けるよう

になってきた。同定の結果、本種はヒロズコガ科に属す

Opogona sacchari（Bojer）であることが分かった（図１）。

本種の和名はこれまでなかった。昆虫類の場合、学名

は他の動物と同じく現行の「国際動物命名規約」に従っ

て名付けられているが、和名に関しては特にこのような

規約はない。学名だけあって和名の付いていない昆虫は

実は日本には多数いる。しかし、それでは学名に慣れて

いない人には不便であると思われたので、本種を“クロ

テンオオメンコガ”と命名した。この和名は、ヒロズコ

ガ科メンコガ亜科に属し、前翅中央に黒紋（＝クロテン）

がある本亜科中の大型（＝オオ）の蛾であることに由来

する。

日本での発生・定着状況

本種は、アフリカ、中南米、ヨーロッパに主に分布し、

最近北米に侵入した害虫である。そこで、大阪府立大学

と協力して、わが国における本種の同定依頼記録、加害

植物や発生実態の情報を収集し、発生状況を明らかにす

るとともに日本での定着状況について検討した。

従来のわが国における本種の侵入や発生について公表

されている記録は１９８６年の植物検疫での発見例と１９９９年

９～１０月の小笠原父島での採集例の２件のみであった

が、同定依頼の記録や標本を改めて整理したところ、本

州から沖縄に至る１３地点で発生していたことを新たに確

認し、合計１５件の発生記録となった（表１）。今回確認

した発生状況などから、本種は少なくとも本州の新潟以

南、四国、九州、沖縄で発生を繰り返しており、わが国

に定着したと考えられる。

被害が認められた植物と今後の注意

今回の調査によると、わが国では観賞用植物での発生

事例が多かったが、他に熱帯果樹にも被害があった。ま

た、家畜飼料での発生も記録されていた（表１）。海外

ではさらにサツマイモやナスなどの作物での被害も確認

されている。

年月 採集地 加害植物と加害物質：加害部位 個体数c

１９８６年７月a 福岡県関門港 ドラセナ：幹 ４

１９８８年 千葉県君津市 パキラ（施設内）：新梢先端部 １♀

１９９２年７月 沖縄本島恩納村 ベンジャミン：接ぎ木部 ２♂４♀

１９９３年１０月 岐阜県海津郡海津町 アナナス：新芽、地際部、芯 １

１９９３年１月 茨城県潮来町 ユッカ：木部 ２♀

１９９４年９月～１９９５年２月

奈良市今市町 シンビジウム（施設内）：培養土 １♂

１９９５年３月 奈良市今井町 シンビジウム（施設内）：培養土 １２♂７♀，２； 幼虫５

１９９７年４月 熊本県上益城群益城町 ドラセナ：木部、セローム：塊根、 １♂３♀； 幼虫４５

チューリップ・ユリ：球根

１９９７年４月 沖縄県玉城村 ドラセナ：枝 ３♂１１♀

１９９８年８月 茨城県玉造町 パキラ：表皮内と髄部 １♂７♀，２

１９９８年１０月 茨城県鹿島郡神栖町 パキラ苗（施設内） ２♂３♀

１９９９年４月 高知県土佐市 デンドロビウム：培養土、根、バルブ ３♀

１９９９年９～１０月b 小笠原諸島父島 鶏用の飼料 報告無し

２０００年～ 新潟県北蒲原郡 ベゴニア：球根、アロエ、バナナ、 多数

パッションフルーツ

２００１年９月 東京都八丈島 ドラセナ、オーガスタ、 １♂１♀

テーブルヤシ属の１種

図１ Opogona sacchari（Bojer）（新和名：クロテンオオメンコガ）成虫

表１ クロテンオオメンコガの日本における侵入、発生の記録

a 馬場（１９９０）が報告した植物検疫での発見記録。
b 高橋ほか（２０００）が報告したトラップでの採集記録。
c ♂♀は全て成虫、数字だけ示したのは雌雄識別不能な成虫を示す。
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本種は、冬場でも栽培施設内では発生しており、それ

が次年度の発生に結びつくこともあると考えられる。ま

た、今回は発生が確認されなかった北海道や東北地方で

も、特に施設栽培での注意が必要である。

おわりに

近年、農作物を含む物流が盛んになって、海外からわ

が国へ害虫が侵入するリスクは高くなっている。海外産

の昆虫は、農業害虫などのように比較的よく知られてい

る種であっても、利用できる参考文献や比較標本が限ら

れているため、正確に同定することは必ずしも容易では

ない。また、海外ではなんら害をもたらさない“ただの

虫”がわが国へ侵入し、新たな環境の中で初めて害虫化

するような事例もある。そのような場合は利用可能な情

報はさらに少ないため、同定はより困難となる。

当研究室では、所蔵標本や文献などのデータベース化

を現在進めており、また様々な昆虫関連情報を統合した

“昆虫インベントリー”の構築に取り組んでいる。今後

は、国内外の関連機関とも連携し、各機関が蓄積してい

る昆虫情報の相互利用を通して、昆虫同定の迅速化や昆

虫相の解析等に活用できるネットワークを構築したいと

考えている。

（昆虫分類研究室 吉松慎一・安田耕司）

１１．イムノアッセイで農作物中の残留農薬イ
ミダクロプリドを迅速かつ簡便に測定する

はじめに

近年、国民の食の安全性に対する関心が高まる中、農

作物中に残留する農薬の濃度レベルの把握が緊要となっ

ている。従来から残留農薬の測定は、ガスクロマトグラ

フィー（GC）や高速液体クロマトグラフィー（HPLC）

といった方法で行われてきた。しかし、農作物の収穫か

ら出荷までの流通を円滑に行う上では、測定までに多く

の時間と労力を要するこれらの方法は適していない。

一方、抗原－抗体反応を用いたイムノアッセイは、迅

速かつ簡便に農作物中の残留農薬を検出できる測定技術

として、関心が高まっており、近年、我が国では、種々

の残留農薬測定用イムノアッセイキットが市販されるよ

うになった。しかし、これらのキットを実際の農作物に

応用する際、農作物に起因する種々の夾雑物の影響を受

けることが多く、測定結果の信頼性に欠ける。そこで、

使用頻度の高いネオニコチノイド系殺虫剤イミダクロプ

リドの検出用に市販されているイムノアッセイキットを

用い、農作物中の残留イミダクロプリド濃度を迅速、簡

便かつ正確に測定できる方法を検討した。

イムノアッセイキットの基本特性

イミダクロプリド測定用イムノアッセイキット（�ホ

リバ・バイオテクノロジー社製 SmartAssay シリーズ）

の測定可能な濃度範囲は、１～３９ppb であった（図１）。

農作物に設定されている残留基準値は１０００～５０００ppb

（１～５ppm）であり、残留基準値近傍の濃度を把握す

る上では、本キットが充分な感度を備えていることが明

らかになった。

試料をミキサーで磨砕

メタノールを加え、手で３～５分間、振る

上澄み液（１mL程度）をろ過

水で希釈

酵素標識化抗原と等量混和

イムノアッセイによる測定

図１ イムノアッセイにおける検量線

図２ イムノアッセイ分析における前処理の手順
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分析の前処理とイムノアッセイキットによる農作物中の

イミダクロプリドの測定

本イムノアッセイキットでは、抗原となるイミダクロ

プリドに対して高い選択性を持つ抗体を用いているた

め、農作物に適用する場合、分析の前処理を簡便にする

ことが可能である。図２に示すように農作物からのメタ

ノール抽出及び抽出液の希釈のみで、イミダクロプリド

を測定することが可能とされている。そこで、夾雑物の

影響を受けない適切な希釈条件を検討した。リンゴ、キ

ュウリ及びナスについては、それぞれの抽出液を１０倍に、

レタスでは４０倍に、ピーマンでは８０倍に水で希釈するこ

とで、個々の農作物に起因する夾雑物の影響を最小限に

抑えることが可能となった。

この希釈条件に基づき、既知濃度のイミダクロプリド

を添加した農作物を分析して回収率を調べた（表１）。

その結果、回収率は８３～１１０％となり、本イムノアッセ

イキットは、各農作物に存在するイミダクロプリドを、

必要とされる正確さで測定できることが明らかになっ

た。さらに、本イムノアッセイ及び信頼性が高いHPLC

によって同一試料を分析し、得られた測定値を比較した

ところ、両法による測定値はほぼ一致し、本イムノアッ

セイキットによる測定値の高い信頼性が証明された（図

３）。

おわりに

我が国では、最近、使用頻度や検出頻度の高い約３０種

類の農薬を対象にイムノアッセイキットが開発されてい

る。これらのキットは測定原理が全く同一であり、使用

する抗体が異なっているだけである。そのため、今回、

使用したキット以外のものでも、試料の希釈条件に注意

を払えば、信頼性の高い測定ができると推定される。た

だし、それぞれのキットについての確認が必要である。

（環境化学物質分析研究室 渡邉栄喜）

試料 添加濃度（ppm） 検出濃度（ppm） 回収率（％）

リンゴ １ ０�９３±０�０１５＊ ９３

キュウリ １ １�１±０�０６ １１０

ナス １ ０�８８±０�１０ ８８

レタス ２ １�７±０�１４ ８３

ピーマン ５ ４�４±０�３８ ８８

図３ イムノアッセイとHPLCによる測定値の比較
５種類の農作物（リンゴ、キュウリ、ナス、レタス、ピーマン）試料３４
点の測定値。両法による測定値が一致すると、○が直線上に位置する。

表１ イムノアッセイキットによるイミダクロプリドの回収率

＊±の後の値は標準偏差を示す。
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